
博士課程後期課程 

博博士士課課程程後後期期課課程程（（一一般般・・外外国国人人留留学学生生））  

１１．．課課程程のの修修了了条条件件ににつついいてて  
課程の修了および博士学位を取得するためには、次にあげる条件が必要である。 

 
（１）必要修得単位について 

指導教員の指導によって、これを定めるものとする 
（学則第 3章 教育課程 第 6節 経済学研究科 を参照）。 

（２）履修についての注意点 
①履修科目については指導教員と相談すること。 
②関西四大学大学院単位互換履修交流（関西大学・同志社大学・立命館大学）授業科目の履修を希
望する場合は、ｐ.25参照のこと。 

  
２２．．博博士士学学位位のの申申請請おおよよびび博博士士学学位位取取得得ププロロセセススににつついいてて  
経済学研究科では博士課程後期課程 3年間で博士学位申請論文（甲号）を作成し、所定の審査の後、博士
学位取得を目指します。甲号の提出資格は以下のとおりである。 
 
○経済学研究科内規「Ⅵ１．博士論文甲号の提出資格」 
(1)博士論文甲号の提出資格  
学位規程第5条第I項による博士（経済学）論文の提出資格は以下のとおりである。 
①研究演習の単位を修得（見込みを含む）していること。 
②指導教員が履修するよう指示した授業科目の単位を修得（見込みを含む）していること。 
③外国語学力の認定を受けていること。 
④国内外での学会報告を2回以上おこなっていること。 
⑤「単著論文」または「共著論文」を2編以上〔うち1編以上は、査読付学術誌へ投稿され、受理（掲
載許可）されたもの〕作成していること。なお、「共著論文」の場合、その執筆に関して主たる貢
献をしたものとする。 

 
以上の提出資格については、原則として研究演習１２単位修得見込みの年度以降に、研究科委員会が認定
する。ただし、 [とくに優れた研究業績をあげた者]（学則第4章「課程の修了」参照）は、研究科委員会
の認定により、①については研究演習4単位または研究演習8単位を修得することで足りるものとする。③
の外国語学力の認定については、研究科委員会が入学試験の成績などを勘案してこれをおこなう。 
  
(2)博士論文甲号の提出 ※要領の詳細は博士学位取得プロセスを参照のこと。 
①提出論文甲号の提出に先立って概要書を研究科に提出し、研究科委員会の認定を受けるものとする。 
②提出論文およびその要約を各５部提出すること。 
３年間の在籍の後、博士学位取得に至らない場合は、退学したのち大学院研究員として在籍して研究
の継続（博士学位申請論文の作成）をすることができる。 

4月初旬

4月末日迄

春学期中

7月中旬～下旬

1月中旬～下旬

4月初旬

4月末日迄

春学期中

7月中旬～下旬

1月中旬～下旬

4月

4月末日迄

7月中旬

7月末日

別途指示

3月中旬

3月下旬

10月～12月

※博士学位申請にあたっては、研究科内規「Ⅵ．博士論文甲号の提出資格」を満たすこと。注4）

「年次研究成果（経過）報告書」を研究科に提出

第
３
学
年

後期課程指導教員委員会での審議を経て学位授与決定　注9）

2月中旬
～3月上旬

履修登録（および研究指導グループの構成）

「年次研究計画書」「年次研究成果（経過）報告書」の提出

博士学位申請論文を研究科に提出　注7）

後期課程指導教員委員会での受理委員会の構成

後期課程指導教員委員会での受理委員会の結果報告、審査委員会の構成

「経済学ワークショップ」での研究報告

「経済学ワークショップ」での研究報告

「博士学位申請論文」の審査委員会における口頭試問を経たのち、公開発表　注8）

院生ワークショップ、他大学等のセミナーなどでの研究報告、および学会での研究報告

第
１
学
年

第
２
学
年

博士学位申請論文概要書を研究科に提出　注5）

「年次研究計画書」の提出

研究科委員会において提出資格の承認　   注6）

学内外での研究報告を踏まえ、「単著論文」（公開可能な論文で20000字程度）または「共著論文」(同左)注3）

を作成し、次のいずれかにおいて論文を発表
①経済学部研究会『経済学論究』またはディスカッション・ペーパー
②国内外の査読付学術雑誌（海外学術雑誌に投稿する場合、事前にディスカッション・ペーパーを作成し、投
稿すること）

年年度度中中

学内外での研究報告を踏まえ、「単著論文」（公開可能な論文で20000字程度）または「共著論文」（同左）を作成し、
次のいずれかにおいて論文を発表
①経済学部研究会『経済学論究』またはディスカッション・ペーパー
②国内外の査読付学術雑誌（海外学術雑誌に投稿する場合、事前にディスカッション・ペーパーを作成し、投稿するこ
と）

履修登録（および研究指導グループの構成）　注1)

博博士士学学位位取取得得ププロロセセスス（（博博士士課課程程後後期期課課程程））

履修登録（および研究指導グループの構成）

「年次研究計画書」「年次研究成果（経過）報告書」の提出

「経済学ワークショップ」での研究報告

院生ワークショップ 注2)　などでの発表を経て、学会等での研究報告

「経済学ワークショップ」注2）での研究報告

年年度度中中
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博士課程後期課程 
〈〈博博士士学学位位取取得得ププロロセセススのの「「注注記記」」ににつついいてて〉〉  
1）研究指導グループの設置について 

(1)履修登録時に博士課程後期課程学生（以下、院生）に対して、指導教員を中心とする博士論文指導
のための研究指導グループ（以下、グループ）を構成することができる。なお、グループ教員は年
度ごとに変更してもかまわない。 

(2)グループは指導教員を含め 3 名以内の大学院教員（専任講師を含む）をもって構成する。 
(3)グループは、おもに下記の指導等をおこなう。 
①博士学位申請論文の作成 
②研究論文の作成 
③博士論文概要書の作成 
④その他の研究および研究環境に関すること 

なお、（1）と（2）は共同演習や特殊研究などの博士課程後期課程開講科目において指導をおこなうこと
ができる。 
2）院生ワークショップとは、経済学ワークショップ（2 単位）のほか、ランチタイム・ワークショップな

ど、院生会主催の定例研究会を指す。経済学ワークショップは在籍中 1 回以上履修し、報告することが
できる。複数回の履修を認めるものの、単位修得は 1 回のみである。履修する場合は、指導教授の指導
のもと年次計画を立て、学外担当教員の指導により他大学報告者とともに研究報告をおこなう。 

3）共著論文の場合、その執筆に関して主たる貢献をしたものとする。 
4）研究科内規「Ⅵ１．博士論文甲号の提出資格」とは下記のとおりである。 

①研究演習を 12 単位修得（見込みを含む）していること。 
②指導教員が履修するよう指示した授業科目の単位を修得（見込みを含む）していること。 
③外国語学力の認定を受けていること。 
④国内外での学会報告を 2 回以上おこなっていること。 
⑤｢単著論文」または「共著論文」を 2 編以上［うち 1 編以上は、査読付学術雑誌へ投稿され、受理（掲

載許可）されたもの］作成していること。 
※なお、査読付学術雑誌には、経済学部研究会『経済学論究』を含む。 

5）「博士論文概要書」は、目次および各章の概要を含むものでなければならない。なお、目次を除いて 2,000
字程度とする。 

6）提出資格の有効期限を、原則として承認の時点から後期課程入学後 6 年以内とする。なお、期限内に
博士学位申請論文が提出されない場合には、その資格を失う。 

7）共著論文を博士学位申請論文に利用する場合について 
①共著論文の内容を博士学位申請論文に利用する場合、全体の３分の１を超えてはならない。 
②利用に関しては、当該論文の主たる部分の執筆者であることについて、共著者からの証明を得ること。 

8）審査委員会での口頭試問を経たのち、公開発表会では博士学位申請論文の内容を報告しなければならな
い。なお、研究科がその公開発表会を主催する。 

9）学位授与の決定後は所定の期間内に博士論文の公表をおこなうこと。 
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